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特集：わが国の長寿化の要因と社会・経済に与える影響に関する人口学的研究（その１）

日本版死亡データベースの構築に関する研究

石 井 太

はじめに

わが国の平均寿命は現在，世界有数の長寿国として国際的に見てもトップクラスの水準

を誇るとともに，なお伸長を続けており，今後も長寿のフロントランナーとして走り続け

るものと見込まれる．このような，世界にも類を見ない長寿化のメカニズムと背景を的確

に捉えるためには，一定のクオリティを持つ生命表系列に基づいて人口学的分析を行うこ

とが不可欠である．

近年，死亡・寿命分野の研究論文や学会報告において，HumanMortalityDatabase

（以下，HMDと略す）が引用されているのを目にする機会が多くなってきている．HMD

は，国または地域レベルの人口集団について，プロジェクトが独自に計算した死亡率及び
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本研究は，長寿化に関する多角的かつ学際的なアプローチに基づく総合的研究の基礎とするべく，

海外の先進的な死亡データベースの事例を参照し，わが国の生命表を人口分析の目的から総合的に

再編成した「日本版死亡データベース（JMD）」を構築することを目的としたものである．

最初に，HumanMortalityDatabase（HMD）の方法論について，公開されている方法手順書

に従ってレビューを行った．その概要は，死亡数や人口に対して年齢不詳あん分等の必要な調整を

行い，1月1日現在人口を，線形補間，センサス間生残者推計，死滅コーホート推計，生残比推計

の4つの方法により推計するとともに，これに基づいて事象対応延べ年数を推計する．そして，こ

こから死亡率を関数あてはめなどを利用することにより推定し，生命表の作成を行うものである．

一方，HMDの生命表の作成方法に関する詳細なレビューを通じ，一定の比較可能性を担保しつ

つも，わが国の生命表という観点から作成方法に改善が可能である点がいくつかあることが明らか

となったことから，JMDでは比較可能性を阻害しない範囲で，日本の死亡状況により適合させる

ための改善を行った．

また，JMDでは都道府県別生命表についても作成を行った．その推計方法については，比較可

能性の観点からできるだけ全国の生命表と同じ方法をとることとした．鳥取県の死亡率推定結果を

見ると，人口規模が小さいことから推定された死亡率は安定性を欠いており，1歳× 1年の生命表

では安定的な年齢別死亡パターンが得られないことがわかった．一方，作成基礎期間を5年にして，

5歳階級の生命表を作成した場合，一定の安定性を持った死亡パターンが得られることが観察され，

都道府県別生命表については，5歳×5年，5歳×10年の生命表を提供することとした．

JMDによる生命表は，HMDの方法論を基礎とし，時系列比較が可能となるよう同一形式の生

命表を提供することを可能にしたとともに，国際比較可能性を阻害しない範囲で，日本の死亡状況

により適合させる改善にも成功しており，わが国の死亡研究に特化した生命表として，非常に使い

やすいデータ系列を提供することを可能にしたということができる．また，HMDでは提供されて

いない都道府県別の生命表データベースも構築を行い，これらにより，わが国の死亡分析の基礎と

なる生命表系列を利用しやすい形で提供することに成功し，わが国の長寿化に関する人口学的分析

の充実に大きく寄与するものと考えられる．



生命表を，これらの計算に用いた入力データとともに提供している死亡データベースであ

る．このデータベースでは，全ての国・地域，また時代について，統一的な方法に基づい

て生命表が作成されており，国際比較，時系列比較可能性が高く，死亡分析に最適化され

た生命表が提供されている．

一般に，統計部局等が作成する生命表は，時宜にかなった国民の死亡状況測定として意

義が高いと考えられるものの，必ずしも同一の形式で作成されているとは限らず，また，

他国の生命表と比較する場合にも形式や作成方法などについて違いが出ることは避けられ

ない．わが国の公式生命表についても，国勢調査年に作成される完全生命表とそれ以外の

年の簡易生命表は必ずしも作成方法や表章方法が同一ではなく，また，時代によって作成

方法に違いがあることもあり，時系列分析に適していない面もある．

また，HMDでは，基本的に国を単位とした生命表を統一的な方式で作成し，データベー

ス化を行っている．しかしながら，それぞれの国の中の死亡率の様相は一様であるとは限

らない．死亡や健康に関する格差に関心が高まる中，一国を地域に分割したレベルで死亡

水準を測定することも重要となる．Wilmothetal.（2010）は米国の州（states）や郡

（counties）レベルでの50歳時平均余命の地理的格差を分析するとともに，これをカナダ，

フランス，日本と比較することによって，先進諸国における米国の平均寿命のランキング

の悪化が地域間格差の拡大によることと，また，米国の最も寿命が高い地域に関しても国

際比較では遅れを取っていることを示している．このように，地域レベルでの死亡水準を

国際比較することにより，死亡分析をより深化させることが可能になると考えられる．わ

が国の公式生命表でも，都道府県・市区町村別生命表の作成・公表が行われているが，地

域別生命表も時系列比較において全国版と同様の問題が存在している．また，HMDでは

日本全国の生命表の作成は行っているが，地域別生命表の作成は行っていない．このよう

に，わが国の生命表について，HMDのように死亡研究に最適化し，かつ，国内の地域別

生命表を含んだデータベースはこれまで存在していなかった．

本研究は，このような問題意識の下，長寿化に関する多角的かつ学際的なアプローチに

基づく総合的研究の基礎とするべく，海外の先進的な死亡データベースの事例を参照し，

わが国の生命表を人口分析の目的から総合的に再編成した「日本版死亡データベース

（JapaneseMortalityDatabase，以下JMD）」を構築することを目的としたものである．

Ⅰ 先行研究

先述した通り，本研究でも参照した生命表のデータベースに関する代表例としては

HMDが挙げられる．そして，HMDのウエブページの歴史（History）には，HMDの

先行研究として二つの研究が挙げられている．一つは，HMDのプロジェクトリーダーで

あるJohnWilmothによる，BerkeleyMortalityDatabase（BMD）である．BMDは

1997年に始められたHMDの直接的な先行プロジェクトであり，現在は基本的にHMD

に受け継がれている．BMDではフランス，日本，スウェーデン，アメリカの4カ国しか
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データが提供されていなかったが，ほぼ，現在のHMDと同様の方法論により生命表が

構築され，提供されている．もう一つは，1993年にV�ain�oKannistoとRogerThatcher

によって創設された，“Kannisto-ThatcherDatabaseonOldAgeMortality”（KTD）

である（Kannisto1994）．KTDは 30以上の国に関するデータを収集し，80歳以上の高

齢死亡率を対象として，その年齢層における死亡率推定の先進的な方法論を研究したもの

である．HMDはこれらの先行プロジェクトの成果を継承し，全年齢の詳細な生命表が提

供されているBMDの形式を保ちつつも，KTDの成果である高齢死亡率推定に関する新

たな方法論を活用し，KTDと同様30～40の国及び地域のデータを収載することを目指し

て始められたプロジェクトということができる．

本研究は，このHMDの方法論を用いて国際比較性を担保しつつも，より日本の死亡

状況に適した生命表データベース構築法を確立する，わが国ではこれまでにない試みと位

置づけることができる．

Ⅱ 生命表作成に関する方法論

1. 生命表作成の手順と死亡データの調整

HMDでは，入力データから最終的な生命表を作成する行程について，全ての国・地域

または時代に統一的に適用する方法論を確立し，これを方法手順書（methodsprotocol）

の形に取りまとめている（Wilmothetal.2007）．この方法手順書は，完全な形でHMD

サイトにおいて公開されており，この手順書に従って全ての生命表が作成され，公表され

ている．本節では，この方法手順書に従ってHMDの生命表の作成法をレビューし１），さ

らにJMDにおける改善点について述べることとする．

HMDにおける生命表は，おおまかに以下の6段階の手順に基づいて作成されている．

1.出生数：可能な限り長期間の性別年間出生数を収集する．

2.死亡数：可能な限り詳細なレベルの死亡数を収集し，生データがまとめられている場

合，統一的な手法によって，満年齢別・死亡年別・出生年別の死亡数を推定する．

3.人口規模：各年1月1日現在推計人口を，統計データから得るか，またはセンサスと

出生・死亡数に基づいて推計する．

4.リスク対応生存延べ年数（Exposure-to-risk）：ある年齢×時間区間において，死亡

リスクにさらされる生存延べ年数を推計する．

5.死亡率：死亡率は，ある年齢×時間区間に属する死亡数の，対応する区間の生存延べ

年数に対する比として計算する．

6.生命表：生命表を作成するため，まず死亡確率が死亡率より計算され，これにより生

命表が求められる．
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1）なお，以下でレビューするの全ての工程において，実際には推計期間内で対象となっている領域の大きさが

変わることがあり，その場合にはこの影響を考慮する「領域調整」を行う必要がある．しかしながら，本節で

は，領域調整がない場合についてのみの記述を行った．詳細についてはHMDの手順手引書を参照されたい．



HMDでは様々な国の様々な時代の生命表を作成しているが，その基となっているデー

タの形式は当然のことながら多種多様である．基データがHMDの作成に必要となる分

類よりも詳細なものであれば特別な調整を行わずにHMDが必要とする形式に変換する

ことが行えるが，一般的には何らかの調整が必要となる．また，詳細なデータが存在する

場合であっても，不詳データの取扱いなど調整が必要となることもある．HMDでは，死

亡データについて，以下の4種類の調整法に基づき，基データの調整を行うこととしてい

る．

1.年齢不詳死亡数のあん分

2.1歳×1年死亡数のレキシストライアングルへの分割

3.5歳×1年死亡数の1歳×1年死亡数への分割

4.開放区間死亡数のレキシストライアングルへの分割

ここで，「レキシストライアングル」とは，死亡者数を横軸に時間，縦軸に年齢を

取ったレキシス図で表した際，ある暦年の特定の満年齢の死亡数はレキシス図内の正方形

内の死亡点に対応するが，これをさらに生年別に分割した直角二等辺三角形領域の

ことを指す（図 1）．具体的には，図 1において，暦年 t，満 x歳の死亡数は，

・・T,X・・T・・t,t・1・,X・・x,x・1・・という黒枠の正方形領域で与えられるが，このう

ち，左上の直角二等辺三角形の領域はt・x・1年生まれコーホート，右下の直角二等辺三

角形の領域はt・x年生まれコーホートであり，生年が違うコーホートとなっている．レ

キシストライアングルはこれらを区別したものであり，左上の領域を上方トライアングル

（upper-triangle），右下の領域を下方トライアングル（lower-triangle）と呼ぶ．
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図１ レキシストライアングルの概念
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現在，JMDで開発・提供を行っている，全国では1947年以降，都道府県別1975年以降

の死亡データに関しては，基データの段階でレキシストライアングルレベルのデータが存

在することから，2～4の調整は必要ないため，ここでは，1の調整についてのみ述べる．

年齢不詳の死亡データについては，生年も不明であることから，上方・下方トライアン

グルとも同じ率で拡大することにより不詳あん分を行う．すなわち，

DL・x,t・：暦年t，年齢区間・x,x・1・の下方トライアングルの死亡数

DU・x,t・：暦年t，年齢区間・x,x・1・の上方トライアングルの死亡数

DUNK・t・：暦年tの年齢不詳死亡数

DTOT・t・：暦年tの死亡総数

として，

D*
L・x,t・・DL・x,t・・

DTOT・t・

DTOT・t・・DUNK・t・

D*
U・x,t・・DU・x,t・・

DTOT・t・

DTOT・t・・DUNK・t・

となる．ただし，D*
L・x,t・，D*

U・x,t・はそれぞれ不詳あん分後の下方，上方トライアン

グルの死亡数である．

2. １月１日現在人口の推計

1月1日現在人口の推計については，

1.線形補間（linearinterpolation）

2.センサス間生残者推計（intercensalsurvivalmethod）

3.死滅コーホート推計（extinctcohortmethod）

4.生残比推計（survivorratio）

の4つの推計法が用いられている．

2.1 線形補間

センサス以外に利用可能な推計人口が1月1日現在でなく，データの間隔が1年または

それよりも小さい場合には，線形補間によって1月1日現在人口を推計する．ただし，セ

ンサス以外のデータを用いる場合には，利用可能であること，かつ，その信頼性が高いと

考えられることが条件となる．

2.2 センサス間生残者推計

センサス間生残者推計は，センサスとセンサスの間の期間の各年の1月1日人口を推計

するための簡便で信頼性の高い方法である．わが国ではセンサスが10月1日に実施されて

いることから，センサスが1月1日以外の場合にも対応している方法についてのみ述べる．

推計は，（1）既に存在するコーホート，（2）0歳のコーホート，（3）新たに生まれるコーホー
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トの3グループに分けて行われる．

� 既に存在するコーホート

tとt・Nをセンサス間に含まれる最初と最後の1月1日の年次とする．f1を年次t・1

における1番目のセンサス以前の期間の割合，f2を年次t・Nにおける二番目のセンサス

以前の期間の割合とする．t年1月1日に満x歳であるコーホートに着目する．このコー

ホートのi番目のセンサスでの人口をCi，またi番目のセンサスにおける満x歳の人口

をCi・x・と表すと，センサスにおいて人口が各年齢内は一様に分布していると仮定する

と，

C1・・1・f1・C1・x・1・・f1C1・x・

C2・・1・f2・C2・x・N・・f2C2・x・N・1・

が成立する．
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図２ センサス間生残者推計（既に存在するコーホート）
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また，死亡についてもレキシストライアングル内では一様に分布していると仮定すると，

当該コーホートのt・1年の1番目のセンサス後における死亡数は，以下の2つの項から

成る．

Da・・1・f
2
1・DL・x,t・1・

Db・・1・f1・
2
DU・x・1,t・1・

同様に，当該コーホートのt・N年の2番目のセンサス前における死亡数は，

Dc・f
2
2DL・x・N・1,t・N・

Dd・・2f2・f
2
2・DU・x・N,t・N・

C1とこれらの死亡数を用いてC2を推計すると，

C・2・C1・・Da・Db・・ ・
N・1

i・0
・DU・x・i,t・i・・DL・x・i・1,t・i・・・・Dc・Dd・

・x・C2・C・2はセンサス間における移動と誤差による違いとなるので，これを均等に配分

することにより，各年の1月1日現在人口を以下のように推計する．

P・x・n,t・n・・C1・・Da・Db・・ ・
n・1

i・0
・DU・x・i,t・i・・DL・x・i・1,t・i・・

・
1・f1・n

N・1・f1・f2
・x

ただし，n・0,・ ,Nである．
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� 0歳のコーホート

（1）はセンサス間の最初の1月1日時点で満1歳以上のコーホートのみに有効である．

これより年少のコーホートについては別の取扱いが必要となる．まず，最初の1月1日時

点で0歳のコーホートについては，（1）で述べた式について，以下の修正が必要となる．

C1・・1・f1・Bt・1・f1C1・0・

C・2・C1・Da・ ・
N・1

i・0
・DU・i,t・i・・DL・i・1,i・・・・Dc・Dd・

P・n,t・n・・C1・Da・ ・
n・1

i・0
・DU・i,t・i・・DL・i・1,t・i・・・

1
2・1・f

2
1・・n

N・
1
2・1・f

2
1・・f2

・0

ただし，n・0,・ ,N，・0・C2・C・2，Bt・1は1番目のセンサスの暦年における出生数であ

る．
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図３ センサス間生残者推計（０歳のコーホート）
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� 新たに生まれるコーホート

最後に，センサス間において新たに生まれるコーホートについて考える．

t・j年に生まれたコーホートは，2番目のセンサスの直前の1月1日にK・N・j・1歳

となる．このとき，

C・2・Bt・j・DL・0,t・j・・ ・
K

i・1
・DU・i・1,t・j・i・・DL・i,t・j・i・・・・Dc・Dd・

P・k,j・k・1・・Bt・j・DL・0,t・j・・ ・
k

i・1
・DU・i・1,t・j・i・・DL・i,t・j・i・・

・・Dc・Dd・・
2k・1

2K・1・2f2
・

・
i・j

ただし，k・0,・ ,K，・
・
i・j・C2・C・2である．

センサス間の1月1日現在人口については以上のようにして推計が行われるが，最初の

センサスより前，および最後のセンサスより後の短い期間においては，この方法を利用し

て，センサス人口に単純に死亡数を加えたり減じる事により1月1日人口を推計する．こ

れは，移動と誤差による修正分を含まない事から，直近の期間における推計人口は暫定的

なものとして捉える必要があり，それ以降に新たなセンサスが実施された場合にはこれに

基づいてセンサス間生残者推計を行って数値を改定することとなる．

このような推計の例を図5に示す．
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図４ センサス間生残者推計（新たに生まれるコーホート）
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t・x・1年生まれコーホートのt・1，t・2年1月1日現在人口は，

P・x・1,t・1・・C1・D
・
a・D

・
b

P・x・2,t・2・・C1・D
・
a・D

・
b・DL・x・1,t・2・・DU・x・2,t・2・

同じコーホートのt・N・1，t・N・2年1月1日現在人口は，

P・x・N・1,t・N・1・・C2・D
・
c・D

・
d

P・x・N・2,t・N・2・・C2・D
・
c・D

・
d・DU・x・N・1,t・N・1・

・DL・x・N・2,t・N・1・

ここで，D
・
a,D

・
b,D

・
c,D

・
dは，それぞれ，Da,Db,Dc,Ddが属するレキシストライアングル

の残りの部分を示す．すなわち，Da・D
・
a・DL・x,t・1・などを満たす．

―12―

図５ 最初のセンサス前と最後のセンサス後の推計

t

x

x

x

x

t t t

C

t Nt N t N

x N

x N

C

Da
Db

Dc

Dd

f

f

P x N t N

P x N t N

P x t

P x t



2.3 死滅コーホート推計

この方法では，あるコーホートのx歳の人口を，それ以降の全ての死亡数を足し上げ

ることによって推計する．すなわち，

P・x,t・・・
・

i・0
・DU・x・i,t・i・・DL・x・i・1,t・i・・

この方法では，x歳以降の国際人口移動がない事を仮定しており，具体的には，80歳以上

の人口の推計のみに用いられる．この方法の適用にあたってはどのコーホートが死滅して

いるかを決める必要がある．これにあたり，V�ain�oKannistoにより提案され，Kannisto-

Thatcheroldest-oldmortalitydatabaseで用いられた方法を使うこととした．この方法

では，あるコーホートが死滅しているとは，観察期間の最後（tn年の1月1日）において，

ある年齢・に達していることと定義される．また，この年齢・は，

・・argmin
x

・D・・x,tn,l・・0.5・

で定義される．ただし，l・5であり，

D・・x,tn,l・・
1

l
・
l

j・1
・
j・1

i・0
・DU・x・i,tn・j・i・・DL・x・i・1,tn・j・i・・

とする．

2.4 生残比推計

生残比推計は80歳以上人口のうち，概ね死滅しているコーホートに適用される方法であ

る．これは，観察期間の最後で少なくとも90歳以上であり，まだ死滅していないコーホー

トに適用する．これまでに，この方法に関する多くのやり方が提案・研究されてきている

が，ここでは，比較研究において最も信頼されると示された方法を用いる．

生残比を，t年1月1日にx歳のコーホートが，k年前に生存していたコーホートに対

して残存している者の割合として定義する．すなわち，

R・
P・x,t・

P・x・k,t・k・

ここで，人口移動がこの間なかったと仮定すると，

R・
P・x,t・

P・x,t・・D・

と書ける． ただし， D・・・
k
i・1・DU・x・i,t・i・・DL・x・i・1,t・i・・である． これを

P・x,t・について解くと，
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P・x,t・・
R

1・R
D・

となる．

仮に，生残比が対象とするコーホートとその前のmコーホートについて概ね一定であっ

たとする．すなわち，

R・x,t,k・・
P・x,t・

P・x・k,t・k・
・

P・x,t・1・

P・x・k,t・k・1・
・・ ・

P・x,t・m・

P・x・k,t・k・m・

を仮定する．このとき，Rをmコーホート分をプールしたものとして以下のように推定

することができる．

R*・x,t,k・・
・

m
i・1P・x,t・i・

・
m
i・1P・x・k,t・k・i・

R*とD・を使って，P・x,t・は，

P・・x,t・・
R*

1・R*
D・

で推定できる．

最も単純な形の生残比推計では，この方法によりまずP・・・1,tn・を推定し，ここから

死滅コーホート推計法と同様に死亡数を足し上げて戻ることによって，このコーホートの

80歳までの人口を推定する．すると，P・・・2,tn・，P・・・3,tn・と，次々により若いコー

ホートに対して同様の方法を適用することができる．

しかしながら，一般的には死亡率改善によって生残比は増加するのが普通であり，この

場合，R*はRを過小推計し，その結果としてP・はPを過大推計することとなる．

そこで，生残比推計に以下の修正を行う．

P・・x,t・・cP・・x,t・・c
R*

1・R*
D・

ここでcは定数であり，

・
・・1

x・90
P・・x,tn・・P・90・,tn・

を満たすように選ぶこととする．ただし，P・90・,tn・は観察期間の最後における90歳以

上の人口推計値である．
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3. 死亡率の推計

1歳×1年の場合について考える．死亡率は，死亡数を事象対応延べ年数で割ることに

より計算されるので，

M
p
xt・

D
p
xt

E
p
xt

となる．ここで，

D
p
xt・DL・x,t・・DU・x,t・

であり，事象対応延べ年数は，

E
p
xt・

1

2
・P・x,t・・P・x,t・1・・・

1

6
・DL・x,t・・DU・x,t・・

で推定される．

4. 生命表の推計

死亡率は3.節で述べた方法で推計されるが，高齢部については統計的安定性を欠くこ

とから，80歳以上の死亡率を用いてロジスティック曲線への当てはめを行うことにより平

滑化された死亡率を求めている．

いま，年齢x・80,81,・,110・に関するDx，Exが推計されたとする（簡単のため，

110・は110と表す）．このとき，観測された死亡率Mx・
Dx

Ex
を，死力・xがKannistoモ

デル，すなわち，

・x・a,b・・
ae

b・x・80・

1・ae
b・x・80・

に従うとして関数あてはめを行う・a・0,b・0・．

パラメータの推定にあたっては，Dx・Poisson・Ex・x・0.5・a,b・・を仮定し，以下を最大

にする最尤法によって推定値a・，b・を求める．

logL・a,b・・ ・
110

x・80
・Dxlog・x・0.5・a,b・・Ex・x・0.5・a,b・・・constant

このパラメータ推定値 a・， b・を用いて， 平滑化された死亡率 M・xを， M・x・・・x・0.5

・・x・0.5・a・,b・・とする．また，このようにして当てはめられた死亡率はY歳以上について

用いる．ただし，Yは死亡数が100未満となる最も低い年齢とし，80・Y・95を満たすも

のとする．したがって，最終的に得られる死亡率は，
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M0,M1,・ ,MY・1,M・Y,・ ,M・109, M・110・

となる．次に，生命表の死亡率 mxが上の系列と等しいと仮定する．すなわち，mx・

Mx,・0・x・Y・1・，mx・M・x,・Y・x・109・, m110・ ・ M・100・ である．

次に，このmxをqxに変換する．axについては，0歳以外についてはax・
1
2を仮定す

る．そして，x・0,1,・ ,109に対して

qx・
mx

1・・1・ax・mx

によってqxを計算し，開放区間については， a100・ ・
1
m110・
， q110・ ・1とする．

また，0歳については，Coale-Demenylifetablesで使用された式を用いた．すなわち，

m0・0.107に対して，

a0・
・・・・・

0.350 forfemales
0.330 formales

m0・0.107に対して，

a0・
・・・・・

0.053・2.800m0 forfemales
0.045・2.684m0 formales

である．

生命表を完成させるためには，まず，pxを

px・1・qx

とし，l0・100000として，

lx・l0・
x・1

i・0
pi

により，lxを計算する．また，x・0,・ ,109について，

dx・lxqx

とし， d110・ ・l110とする．次に，x・0,・ ,109について，

Lx・lx・・1・ax・dx

とし， L110・ ・l110 a110・ とする．同様にx・0,・ ,109について，
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Tx・・
109

i・x
Li・ L110・

で，T110・ L110・ である．最後に，

ex・
Tx

lx

となる．

ここまでの工程によって，年齢・年次については1歳×1年，また，性別については男

女別の最も詳細な区分に基づく生命表が作成される．これを用いて，以下に述べる通り，

1歳×5年，1歳×10年，5歳×1年，5歳×5年，5歳×10年という年次・年齢について

統合を行った生命表，また男女を統合した総数に関する生命表が作成できる．

1歳×1年の単位の生命表が作成されている場合，年齢と年次に関して統合を行った生

命表の作成は比較的容易である．例えば，t年からt・4年に関する各歳の生命表が得られ

ている時に，ここから作成基礎期間を 5年とした生命表を作成する場合，死亡数

Dx・s・,・s・t,・ ,t・4・及びリスク対応生存延べ年数Ex・s・,・s・t,・ ,t・4・が既知であ

ることから，この間の死亡数とリスク対応生存延べ年数をそれぞれの総和から求めること

ができる．したがって，死亡率を

Mx・t,t・5・・
・

t・4
s・tDx・s・

・
t・4
s・tEx・s・

により求めることが可能で，これを用いて全ての生命表関数を求めることが可能である．

また，年齢の統合については，各歳の生命表が得られている場合，年次の統合とは異な

り，死亡数とリスク対応生存延べ年数に戻って死亡率を計算し直すのではなく，既に得ら

れている各歳の生命表の生命表関数を5歳単位での生命表に変換することにより行う．例

えば，lxについては必要な部分を抜き出すことにより変換が可能であり，dxやLxなどに

ついては各歳の生命表関数を足し上げることにより求めることができる．

これらに比較して，男女を一本に統合した生命表の作成についてはやや問題が複雑とな

る．観測された死亡率に関しては，年次の統合のように死亡数とリスク対応生存延べ年数

を用いて男女総数の死亡率を計算することが可能であるが，これは，観測されたリスク対

応生存延べ年数を用いたウエイトw
F
xを，

・
F
x・

E
F
x

E
F
x・E

M
x

・
E

F
x

E
T
x

とし，男女の死亡率を

M
T
x・w

F
xM

F
x・・1・w

F
x・M

F
x
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という形で加重平均していることに相当する．一方，高齢死亡率については観測された死

亡率をそのまま生命表に用いるのではなく，最尤法を用いてロジスティック曲線への当て

はめを行って平滑化された死亡率を用いている．しかしながら，一般に，観測される・
F
x

は安定的でないことから，これをウエイトに用いて加重平均を行ってしまうと男女総数の

高齢死亡率が安定的なものとならない．

そこで，・
F
xそのものをウエイトとするのではなく，このロジットが年齢の二次関数で

あると仮定してウエイトの平滑化を行う．すなわち，

z・logit・・
F
x・・ln

・
F
x

1・・
F
x

・・0・・1x・・2x
2

と仮定して推定されたパラメータ・・iを用いて，

z・・・・0・・・1x・・・2x
2

とし，

w
F
・・・

F
x・

e
z・

1・e
z・

により平滑化されたウエイトを得て，

M・
T
x・・・

F
xM・

F
x・・1・・・

F
x・M・

F
x

により死亡率の推定を行う．

5. JMDにおける改善点

HMDの利点は，全ての生命表が基本的に同一の方法で作成され，国際比較可能性に優

れていることであり，HMDにおいてわが国の固有の状況を優先させることは適当ではな

いと考えられるが，一方で，HMDの生命表の作成方法に関する詳細なレビューを通じ，

一定の比較可能性を担保しつつも，わが国の生命表という観点から作成方法に改善が可能

である点がいくつかあることが明らかとなった．そこで，JMDでは，単にHMDの方法

論をそのまま適用するだけではなく，いくつかの点について，比較可能性を阻害しない範

囲で，日本の死亡状況により適合させるための変更を行うこととした．主な変更点は以下

の通りである．

● 人口の不詳あん分について，総務省統計局の現在推計人口で用いられているのと同一

の基準人口を用いた．

● 1月1日人口の推計の際に，国勢調査の出生月別人口のデータを利用した．また，直

―18―



近の一部の期間について HMDで用いられている線形補間を用いず，他の方法から

推計を行った．

● a0の推定には，日本の近年のデータを用いて別途推計式を作成した．

また，HMDでは国の中の地域別生命表は提供されていないが，JMDでは都道府県別

の生命表の提供を行うこととしている．そこで，以下，これらのJMDにおける改善点に

ついてより詳細に述べることとする．

5.1 人口の不詳あん分

一般的に，人口動態統計はある領域の中で起きる事象を対象とすることが多い．しかし

ながら，従来から，わが国の人口動態統計で最もよく用いられているのは，「日本におけ

る日本人」に関する統計であり，日本における外国人のデータは含まれていない．一方，

人口静態統計である国勢調査は外国人を含めた日本に常住する人口となっている．このた

め，国勢調査では，外国人を含めた「総人口」だけではなく，日本人のみを対象とした

「日本人人口」に関する統計表も作成を行っており，人口動態率を作成する際には，日本

人人口を用いて行うこととなる．

2005年までの国勢調査においては，人口動態率を作成するための基本的な属性である性・

年齢別人口について，性別のみわかるが，年齢・国勢が不詳である人口のみが集計されて

いた．したがって，国勢調査の統計表上では，総人口の中に性別の年齢不詳人口があるも

のの，日本人人口には年齢不詳が計上されていない．しかし，これは日本人の年齢不詳が

ないということではなく，年齢不詳人口の国籍別内訳が集計されていなかったということ

によるものである．総務省統計局においては，国勢調査と国勢調査の間の期間に関する推

計人口を作成するために，国勢調査人口について不詳按分を行った基準人口を作成してい

る．これは，2005年までの国勢調査では，性・都道府県別に年齢不詳人口を日本人・外国

人にあん分し，これをさらに年齢構成比であん分することにより基準人口を作成している．

ところが，2010年の国勢調査では，不詳あん分の精度を向上させる観点から，世帯の家

族類型（単独世帯・単独世帯以外）別に，性・国籍・年齢別人口を集計し，また，国籍や

年齢の不詳についても，国籍のみ不詳，年齢のみ不詳，国籍・年齢とも不詳に分けた集計

結果を基礎データとしてあん分が行われている．具体的には，都道府県・世帯類型・性別

に，まず国籍のみ不詳人口を各年齢で日本人・外国人にあん分し，次に，国籍・年齢とも

に不詳の人口を日本人・外国人に按分して年齢のみ不詳人口に加える．最後に，年齢不詳

人口を年齢構成比によってあん分して全てを合計し，不詳あん分人口を作成する．

このように，わが国の国勢調査においては，推計人口に用いるためのあん分の方法が存

在しており，各種の人口動態率等もこれを基準として算出されている．ところが，HMD

では日本人人口を基礎としているものの，国籍・年齢とも不詳人口を全て日本人人口にあ

ん分することにより国勢調査を利用している．特に，近年，国勢調査の国籍・年齢不詳人

口は増加をしてきており，この方法によると死亡率を過小に評価する可能性がある．そこ

で，JMDにおいては，HMDのあん分方法によらず，総務省統計局の現在推計人口で用

―19―



いられているのと同一の基準人口を用いることとした．

5.2 1月1日人口の推計方法

わが国の国勢調査は10月1日現在で調査が行われているため，2.2節で述べた通り，セ

ンサス間生残者推計では，f1：年次t・1における1番目のセンサス以前の期間の割合，f2：

年次t・Nにおける二番目のセンサス以前の期間の割合を用いて推計が行われる．これら

の割合は複数の目的で使われているが，そのうちの一つが10月1日現在の満年齢人口を生

まれ年に分けることである．しかしながら，国勢調査では各年齢について出生月別人口の

集計があることから，f1，f2によらずに実績の割合を使うことが可能である．また，わが

国ではひのえ午の年など，ある年の出生数がその前後の年とギャップを持つことなどもあ

ることから，単純にf1，f2を用いると年齢別の人口動態率が不自然となることがある．そ

こで，JMDでは，10月1日現在の満年齢人口を生まれ年に分けるための割合については，

国勢調査の出生月別人口のデータを利用することとした．

また，HMDでは1995年以降の期間の一部について，センサス間生残者推計・死滅コー

ホート推計・生残比推計によらず，総務省統計局の現在推計人口を線形補間することによっ

て1月1日現在人口を算出している．しかしながら，JMDにおいては，国勢調査間の人

口ギャップをより滑らかにつなぐ観点から，線形補間を用いず，センサス間生残者推計等

の方法を用いることとした．

5.3 a0の推定

HMDではa0についてCoale-Demenylifetablesで使用された式を用いている．表1

に1955年以降について，日本の公式生命表とHMDのa0を比較したものを示した．これ

を見ると，HMDのa0は1955年以降単調に減少しているのに対し，公式生命表では1980

年以降は反転上昇している．この結果として，2010年では公式生命表のa0が0.2前後なの

に対して，HMDでは0.05前後と極めて低い値となってしまっている．
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表１ a0の比較

年
公式生命表 HMD JMD

男性 女性 男性 女性 男性 女性

1955
1960
1965
1970
1975
1980
1985
1990
1995
2000
2005
2010

0.18
0.18
0.16
0.15
0.14
0.14
0.16
0.18
0.20
0.19
0.21
0.22

0.18
0.19
0.17
0.17
0.15
0.16
0.16
0.18
0.20
0.20
0.21
0.23

0.16
0.14
0.10
0.09
0.07
0.07
0.06
0.06
0.06
0.05
0.05
0.05

0.16
0.13
0.10
0.09
0.08
0.07
0.07
0.06
0.06
0.06
0.06
0.06

0.18
0.17
0.16
0.15
0.15
0.15
0.17
0.18
0.19
0.20
0.21
0.21

0.19
0.18
0.17
0.16
0.16
0.16
0.18
0.19
0.19
0.20
0.21
0.21



そこで，近年の公式生命表におけるa0とm0の関係を調べ，新たに関係式を設定する

こととした．男女とも概ね同様の傾向を示すことから，ここでは女性の生命表について両

者の関係を図6に示した．×印で表したのが1955年以降の実績値であり，破線で表されて

いるのが，HMDで用いられている関係式である．これによれば，m0が小さくなると次

第に実績値と破線の乖離が大きくなっていることがわかる．

そこで，JMDにおいては，m0が小さい場合には，実績値に基づき，実線で表される

ような新たな関係式を用いることとした．JMDで用いている関係式を表すと以下の通り

となる．

男性については，

a0・

・・・・・・・・・・・・・・・

0.330 ・m0・0.107・
0.045・2.684m0 ・0.0612・m0・0.107・
0.132・1.264m0 ・0.00869・m0・0.0612・
0.242・11.373m0 ・m0・0.00869・

女性については，

a0・

・・・・・・・・・・・・・・・

0.350 ・m0・0.107・
0.053・2.800m0 ・0.0557・m0・0.107・
0.152・1.015m0 ・0.00637・m0・0.0557・
0.239・12.537m0 ・m0・0.00637・
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図６ m0とa0の関係（女性）

a

m



5.4 都道府県別生命表

都道府県別の死亡データベースの開発にあたっては，比較可能性を重んじる観点から，

可能な限り全国版の生命表と同じ方法を用い，特別な手法をなるべく使わない方向を採る

こととした．しかしながら，全く同じ方法では生命表が作成できない場合があること，ま

た，一方で，同じ手法を採っているものの，都道府県の場合には注意が必要となる点が存

在する．そこで，以下ではその箇所を中心として述べることとする．

まず，1月1日現在人口の推計については，全国版と同様，センサス間生残者推計，死

滅コーホート推計及び生残比推計を用いて行った．また，方法論についても全国版と同じ

手法を採用した．ただし，センサス間生残者推計において，f1：年次t・1における1番

目のセンサス以前の期間の割合，f2：年次t・Nにおける二番目のセンサス以前の期間の

割合により10月1日現在の満年齢人口を生まれ年に分ける際，日本版死亡データベースに

おいては国勢調査の出生月別人口のデータを利用しているが，これについては，各都道府

県の値を用いるのではなく，全国値が全ての都道府県で同一であるとしている．

また，都道府県別の人口の推計にあたって，全国と同様の手法を用いることについては

別の側面からの注意が必要である．センサス間生残者推計は，2時点のセンサスの間にお

ける人口移動等が一様に起きることが前提となっている他，死滅コーホート推計及び生残

比推計は高齢部における人口移動がないことが前提となっている．この人口移動は，日本

全国の推計を行う場合にはその対象が国際人口移動であることから概ね妥当な前提である

と考えられるが，都道府県別推計においては国内人口移動もその対象となることから，場

合によってはやや強い仮定になるケースも存在すると考えられる．これについては，今後

もその妥当性の検証や，よりわが国の都道府県別推計に適した手法を検討していく必要が

あると考えられる．

もう一点注意が必要なのは，1月1日現在人口の都道府県別推計値と全国推計値の関係

である．本来，都道府県別の推計値を足しあげたものが全国推計値に一致することが望ま

しいが，実際には推計方法が加法的なものとはなっていないため，都道府県別推計値の合

計は全国推計値に一致しない．特に，死滅コーホート推計は都道府県と全国では死滅コー

ホートの推定に違いが出ることから，超高齢層で両者に乖離が生じることとなる．また，

都道府県別推計における1975年の1月1日現在人口推計値はセンサス間生残者推計を用い

ないことから，センサス間生残者推計を用いる全国推計値と乖離を生じることとなる．し

かしながら，100歳以下の年齢別人口で見た場合，最も乖離が大きい年齢でもその差の絶

対値は推計値の1％を下回っており，両者は一定程度の整合性を保っていると考えること

ができる．

また，1月1日現在推計人口と死亡数等から生命表を作成する過程についても全国と同

じ方法に基づいている．ただし，都道府県別に死亡率を見ると，特に人口規模が小さい都

道府県においては，各歳・各年で見た場合変動が激しく，利用が難しいという問題点があ

る．そこで，生命表の作成にあたっては全国同様，各歳単位で推計を行うものの，生命表

としての公表については，年齢区分と作成基礎期間について，5歳×5年または5歳×10
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年のもののみに留めることとした．ただし，この場合，公式生命表で提供されているよう

なセンサス年を中心とした生命表が見られないことから，5歳×5年生命表の5年の作成

基礎期間については，HMDや全国版で採用されている「センサス年～センサス年＋4年」

に加え，センサス年を中心とする「センサス年－2年～センサス年＋2年」の2系列を提

供することとした．

Ⅲ 結果と考察

1. 全国版生命表の推計結果

図7は，全国版の生命表について，公式生命表，JMD，HMDによる平均寿命の推移

を比較したものである．これを見ると，1950年代においては公式生命表では簡易生命表が

5歳階級で作られていたことなどもあって，JMD・HMDによる平均寿命に乖離が見られ

るものの，それ以降は三者とも概ね同様の傾向を示していることがわかる．このように，

JMDによる平均寿命は，HMDの方法論を基礎とし，時系列比較が可能となるよう同一

形式の生命表を提供することを可能にしたとともに，国際比較可能性を阻害しない範囲で，

日本の死亡状況により適合させる改善にも成功していることがわかる．
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図７ 平均寿命の比較



2. 都道府県別生命表の推計結果

次に都道府県生命表の推計結果について，人口規模が最も小さい鳥取県の女性死亡率の

推計結果を観察する．なお，ここでは検討を行う観点から，最終的な提供結果には含まれ

ていない，詳細な区分の死亡率推定結果を含んでいることに留意されたい．

図8（a），（b）は鳥取県の女性死亡率の推計結果を示したものである．まず，図8（a）は

1歳×1年階級の生命表についての結果である．これを見ると，鳥取県では人口規模が小

さいことから，推定された死亡率はかなり安定性を欠いているとともに，死亡数が0となっ

てグラフ上対数死亡率が欠損値となっている部分が多く見受けられる．このように，都道

府県別推定を行う場合には，特に人口規模の小さい県において，安定的な年齢別死亡パター

ンが得られないことに注意が必要となる．

一方，5歳×5年階級で生命表を作成した結果が図8（b）である．これを見ると，5歳

×5年階級であれば一定の安定性を持った死亡パターンが得られることがわかる．図には

示していないが，各歳で5年，10年を作成基礎期間とした場合や，5歳階級で1年を作成

基礎期間とした場合の死亡率の推定結果は安定的なものとはなっておらず，作成基礎期間

を5年あるいは10年にしてはじめて一定の安定性を持った死亡パターンが得られることが

わかっている．このような観察を通じて，都道府県別生命表については，5歳×5年，5

歳×10年の生命表を日本版死亡データベースにおいて提供することとしたものである．

おわりに

本研究においては，わが国の生命表を人口分析の目的から総合的に再編成した日本版死

亡データベースを構築することを目的とし，HumanMortalityDatabaseで用いられて

いる方法論を詳細にレビューするとともに，この方法論の評価に基づいた改善法を提案し，
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図８（a） 対数死亡率（鳥取県，女性，１歳×１年） 図８（b）対数死亡率（鳥取県，女性，５歳×５年（センサス中心））



新たな方法論を用いて全国及び都道府県生命表の作成を行った．

HMDの方法論については，公開されている方法手順書に従ってレビューを行った．そ

の概要は，死亡数や人口に対して年齢不詳あん分等の必要な調整を行い，1月1日現在人

口を，線形補間，センサス間生残者推計，死滅コーホート推計，生残比推計の4つの方法

により推計するとともに，これに基づいて事象対応延べ年数を推計する．そして，ここか

ら死亡率を関数あてはめなどを利用することにより推定し，生命表の作成を行うというも

のである．

一方，HMDの生命表の作成方法に関する詳細なレビューを通じ，一定の比較可能性を

担保しつつも，わが国の生命表という観点から作成方法に改善が可能である点がいくつか

あることが明らかとなったことから，JMDでは比較可能性を阻害しない範囲で，日本の

死亡状況により適合させるための改善を行った．主な改善点は以下の通りである．

● 人口の不詳あん分について，総務省統計局の現在推計人口で用いられているのと同一

の基準人口を用いた．

● 1月1日人口の推計の際に，国勢調査の出生月別人口のデータを利用した．また，直

近の一部の期間についてHMDで用いられている線形補間を用いず，他の方法から

推計を行った．

● a0の推定には，日本の近年のデータを用いて別途推計式を作成した．

また，JMDでは都道府県別生命表についても作成を行った．その推計方法については，

比較可能性の観点からできるだけ全国の生命表と同じ方法をとることとした．しかしなが

ら，センサス間生残者推計，死滅コーホート推計及び生残比推計で前提となっている人口

移動の仮定について，都道府県別推計においては国内人口移動も対象となることから，場

合によってはやや強い仮定になる可能性があることに注意が必要である．都道府県別生命

表の提供範囲を考察するため，鳥取県の死亡率推定結果を観察した．鳥取県では人口規模

が小さいことから，推定された死亡率はかなり安定性を欠いており，1歳×1年の生命表

では安定的な年齢別死亡パターンが得られない．一方，作成基礎期間を5年にして，5歳

階級の生命表を作成した場合，一定の安定性を持った死亡パターンが得られることがわかっ

た．このような観察を通じ，都道府県別生命表については，5歳×5年，5歳×10年の生

命表を提供することとした．

これらの推計結果から，JMDによる生命表は，HMDの方法論を基礎とし，時系列比

較が可能となるよう同一形式の生命表を提供することを可能にしたとともに，国際比較可

能性を阻害しない範囲で，日本の死亡状況により適合させる改善にも成功しており，わが

国の死亡研究に特化した生命表として，非常に使いやすいデータ系列を提供することを可

能にしたということができる．また，HMDでは提供されていない都道府県別の生命表デー

タベースも構築を行い，これらにより，わが国の死亡分析の基礎となる生命表系列を利用

しやすい形で提供することに成功し，わが国の長寿化に関する人口学的分析の充実に大き

く寄与するものと考えられる．

しかしながら，構築された日本版死亡データベースの維持・更新に加え，全国は戦前や
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第二次大戦期の死亡率推定手法の検討，都道府県については1974年以前の生命表や平滑化

法の適用等による詳細な推計，また，死因の長期系列の開発・提供など，残された問題も

存在しており，これらに取り組んでいくことが今後の課題といえよう．

本研究は，国立社会保障・人口問題研究所「わが国の長寿化の要因と社会・経済に与え

る影響に関する人口学的研究」の研究成果であり，本稿で使用した「人口動態調査」に関

する分析結果には，統計法第32条の規定に基づき，調査票情報を二次利用したものが含ま

れている．
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StudyfortheDevelopmentoftheJapaneseMortalityDatabase

FutoshiISHII

Thisstudyaimstodevelopthe"JapaneseMortalityDatabase"(JMD)whichisareorganizedlife

tabledatabasefordemographicstudy,usingasreferenceadvancedinternationalmortalitydata-

bases,topositionitasabasisforcomprehensiveresearchonlongevitybasedondiversifiedandin-

terdisciplinaryapproaches.

First,wereviewedthemethodologyusedintheHumanMortalityDatabase(HMD)followinga

publicizedmethodprotocol.Thismethodologybeginswithsomeadjustmentsforthenumbersof

deathsandpopulation,thenestimatesthepopulationasofJanuary1stusingfourmethods,namely

linearinterpolation,theintercensalsurvivalmethod,theextinctcohortsmethodandthesurvivorra-

tiomethod,andobtainstheexposuretorisk.Then,mortalityratesareestimatedusingcurvefittings

andthelifetablesarecreated.

ThroughthereviewofthemethodsfortheHMD,wefoundsomepointsthatcouldbeimproved

intermsofJapaneselifetablesconsideringtheircomparability,andmadesomeimprovementsto

suitJapanesemortalitysituations.

Wealsoconstructedprefecturallifetables.Wemaintainedthesamemethodsasfortheentire

countryintermsofcomparability.FromobservationofthefemalemortalityratesforTottoripre-

fecture,wefoundthattheestimatedratesarenotstable,andwecouldnotobtainanaturalagepat-

tern.Ontheotherhand,wewereabletoacquirestablepatternsforthetablesbyfiveyearsofage

andfiveyearsoftime.Therefore,wedecidedtoprovidetheprefecturallifetablesbyfiveyearsof

ageandfiveyearsoftime,andbyfiveyearsofageandtenyearsoftime.

TheJMDlifetablesbasedontheHMDmethodsmadeitpossibletoprovidetablesinthesame

format,whichareusefulfortimeseriesanalysis,andsucceededinimprovementtosuitJapanese

mortalitysituations.WecouldsaythatitprovideshighlyusefuldatasetsspecifictoJapanesemor-

talitystudies,togetherwithprefecturallifetablesthatarenotincludedintheHMD.Asawhole,

wesucceededinprovidinglifetableseriesthatareusedasbasicmaterialsformortalityanalysis,

andwebelievethatthedatabasewillbringsubstantialprogresstodemographicstudiesonJapanese

longevity.


